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第１【発行者に関する事項】

発行者の名称 日鉄物産株式会社

証券コード 9810

上場・店頭の別 上場

上場金融商品取引所 東京証券取引所

第２【提出者に関する事項】
１【提出者（大量保有者）／１】

（１）【提出者の概要】

①【提出者（大量保有者）】

個人・法人の別 法人（株式会社）

氏名又は名称 日本製鉄株式会社

住所又は本店所在地 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号

旧氏名又は名称

旧住所又は本店所在地

②【個人の場合】

生年月日

職業

勤務先名称

勤務先住所

③【法人の場合】

設立年月日 昭和25年4月1日

代表者氏名 橋本　英二

代表者役職 代表取締役社長

事業内容

1.鉄鋼の製造・販売　2.産業機械・装置、鋼構造物、水道設備等の製造・販

売　3.建設工事の請負及び建築物の設計・工事監理　4.化学製品、電子部品

等の製造・販売　5.非鉄金属、セラミックス、炭素繊維等の製造・販売　6.

コンピュータシステムの利用・開発に係るエンジニアリング・コンサルティ

ング　7.貨物の運送及び倉庫事業　8.電気・ガス・熱等の供給事業　9.廃棄

物処理・再生処理事業　10.不動産の売買・貸借・仲介　11.文化・福祉・ス

ポーツ・研修施設等の運営　12.前各号に附帯する事業

④【事務上の連絡先】

事務上の連絡先及び担当者名 関係会社部　部長代理　杉浦　卓也

電話番号 03 6867 2634

（２）【保有目的】

発行者を提出者１の連結子会社とし、発行者の株主を提出者１及び共同保有者（三井物産株式会社）のみとする非公開化を目

的とした重要提案行為等を行うこと。
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（３）【重要提案行為等】

該当事項なし

（４）【上記提出者の保有株券等の内訳】

①【保有株券等の数】

法第27条の23

第3項本文

法第27条の23

第3項第1号

法第27条の23

第3項第2号

株券又は投資証券等（株・口） 22,649,303

新株予約権証券又は新投資口予約権証券等

（株・口）
A - H

新株予約権付社債券（株） B - I

対象有価証券カバードワラント C J

株券預託証券

株券関連預託証券 D K

株券信託受益証券

株券関連信託受益証券 E L

対象有価証券償還社債 F M

他社株等転換株券 G N

合計（株・口） O 22,649,303 P Q

信用取引により譲渡したことにより

控除する株券等の数
R

共同保有者間で引渡請求権等の権利が

存在するものとして控除する株券等の数
S

保有株券等の数（総数）

（O+P+Q-R-S）
T 22,649,303

保有潜在株券等の数

（A+B+C+D+E+F+G+H+I+J+K+L+M+N）
U

②【株券等保有割合】

発行済株式等総数（株・口）

（令和5年4月10日現在）
V 32,307,800

上記提出者の株券等保有割合（％）

（T/（U+V）×100）
70.10

直前の報告書に記載された

株券等保有割合（％）
34.49

（５）【当該株券等の発行者の発行する株券等に関する最近60日間の取得又は処分の状況】

年月日 株券等の種類 数量 割合 市場内外取引の別 取得又は処分の別 単価

令和5年4月10日 株券（普通株式） 11,507,774 35.62 市場外 取得 9,300
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（６）【当該株券等に関する担保契約等重要な契約】

提出者１は、発行者を提出者１の連結子会社とすること並びに発行者の株主を提出者１及び共同保有者（三井物産株式会社）

のみとすることを目的として、発行者の普通株式（以下「発行者株式」といいます。）に対して、2023年３月13日から同年４

月10日までを買付け等の期間とする公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を実施しました。本公開買付けは、

2023年４月10日をもって成立し、決済の開始日は2023年４月14日を予定しています。

提出者１及び共同保有者は、2022年12月21日付で、株主間契約（以下「本株主間契約」といいます。）を締結し、①共同保有

者が所有する発行者株式の全てを本公開買付けに応募しないこと、②(i)本公開買付けが成立し、提出者１が本公開買付けに

より発行者株式の全て（ただし、提出者１及び共同保有者が所有する発行者株式並びに発行者が所有する自己株式を除きま

す。）を取得できなかった場合には、提出者１は発行者をして、発行者の株主を提出者及び共同保有者のみとすることを目的

として、提出者１及び共同保有者以外の発行者の株主が保有する株式数が１株に満たない端数となる併合比率による株式併合

（以下「本株式併合」といいます。）を議案に含む臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）を開催させる等、

発行者の株主を提出者１及び共同保有者のみとするためのスクイーズアウト手続（以下「本スクイーズアウト手続」といいま

す。）を実施させること、(ii)提出者１及び共同保有者は、本臨時株主総会における賛成の議決権の行使を含む、本スクイー

ズアウト手続の実施に必要な一切の行為を行うことで、本スクイーズアウト手続を完了させること、(iii)本株式併合の効力

発生日後、適用法令に基づき実務上可能な限り速やかに、発行者株式の非公開化後における発行者に対する提出者１及び共同

保有者の議決権所有比率をそれぞれ80.00％及び20.00％とすることを実現するために講じることが必要な措置がある場合に当

該措置を行うこと、③提出者１及び共同保有者が所有する発行者株式の譲渡の原則禁止、及び④本株式併合の効力発生日から

３年経過後及び一定事由が発生した場合の提出者１によるコールオプション及び共同保有者によるプットオプション（注１）

等について合意しております。

（注１）本株主間契約において、提出者１及び共同保有者は、大要、①本株式併合の効力発生日から３年経過後に行使可能と

なる提出者１によるコールオプション及び共同保有者によるプットオプションの行使価格については、発行者の連結簿価純資

産（ただし、非支配株主持分を除く。）の金額に共同保有者の持分割合を乗じた金額、②提出者１に一定事由が発生した場合

の共同保有者によるプットオプションの行使価格については、当該金額の110％、③共同保有者に一定事由が発生した場合の

提出者１によるコールオプションの行使価格については、当該金額の90％とすることを合意しております。上記の「一定事

由」とは、本株主間契約上の義務違反、表明保証違反及び法的倒産手続又は私的整理手続の開始をいいます。なお、本株式併

合の効力発生日から３年経過後に行使可能となる提出者１によるコールオプション及び共同保有者によるプットオプションの

行使に際しては、オプションを行使する者が相手方に対して契約解約料として９億円を支払うことをあわせて合意しておりま

す。

（７）【保有株券等の取得資金】

①【取得資金の内訳】

自己資金額（W）（千円） 111,631,998

借入金額計（X）（千円）

その他金額計（Y）（千円）

上記（Y）の内訳

1991.5.20株式分割（無償交付）により2,610,000株取得

2013.10.1発行者と住金物産（株）の合併により67,835,290株取得

2016.10.1付株式併合（10株につき１株）により63,400,761株減少

取得資金合計（千円）（W+X+Y） 111,631,998

②【借入金の内訳】

名称（支店名） 業種 代表者氏名 所在地
借入

目的

金額

（千円）

③【借入先の名称等】

名称（支店名） 代表者氏名 所在地
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２【提出者（大量保有者）／２】

（１）【提出者の概要】

①【提出者（大量保有者）】

個人・法人の別 法人（株式会社）

氏名又は名称 日鉄建材株式会社

住所又は本店所在地 東京都千代田区外神田四丁目14番１号

旧氏名又は名称

旧住所又は本店所在地

②【個人の場合】

生年月日

職業

勤務先名称

勤務先住所

③【法人の場合】

設立年月日 昭和48年4月20日

代表者氏名 中川　智章

代表者役職 代表取締役社長

事業内容 鉄鋼業（冷間ロール成形形鋼製造及び鋼管製造他）

④【事務上の連絡先】

事務上の連絡先及び担当者名 財務部　経理グループ長　吹田　二郎

電話番号 03 6625 6071

（２）【保有目的】

（３）【重要提案行為等】

該当事項なし

（４）【上記提出者の保有株券等の内訳】

①【保有株券等の数】

法第27条の23

第3項本文

法第27条の23

第3項第1号

法第27条の23

第3項第2号

株券又は投資証券等（株・口） 0

新株予約権証券又は新投資口予約権証券等

（株・口）
A - H

新株予約権付社債券（株） B - I

対象有価証券カバードワラント C J

株券預託証券

株券関連預託証券 D K
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株券信託受益証券

株券関連信託受益証券 E L

対象有価証券償還社債 F M

他社株等転換株券 G N

合計（株・口） O 0 P Q

信用取引により譲渡したことにより

控除する株券等の数
R

共同保有者間で引渡請求権等の権利が

存在するものとして控除する株券等の数
S

保有株券等の数（総数）

（O+P+Q-R-S）
T 0

保有潜在株券等の数

（A+B+C+D+E+F+G+H+I+J+K+L+M+N）
U

②【株券等保有割合】

発行済株式等総数（株・口）

（令和5年4月10日現在）
V 32,307,800

上記提出者の株券等保有割合（％）

（T/（U+V）×100）
0.00

直前の報告書に記載された

株券等保有割合（％）
0.40

（５）【当該株券等の発行者の発行する株券等に関する最近60日間の取得又は処分の状況】

年月日 株券等の種類 数量 割合 市場内外取引の別 取得又は処分の別 単価

令和5年4月10日 株券（普通株式） 129,800 0.40 市場外 処分 9,300

（６）【当該株券等に関する担保契約等重要な契約】

該当事項なし

（７）【保有株券等の取得資金】

①【取得資金の内訳】

自己資金額（W）（千円）

借入金額計（X）（千円）

その他金額計（Y）（千円）

上記（Y）の内訳

取得資金合計（千円）（W+X+Y）

②【借入金の内訳】

名称（支店名） 業種 代表者氏名 所在地
借入

目的

金額

（千円）

③【借入先の名称等】

名称（支店名） 代表者氏名 所在地

EDINET提出書類

日本製鉄株式会社(E01225)

変更報告書

6/9



第３【共同保有者に関する事項】
１【共同保有者／１】

（１）【共同保有者の概要】

①【共同保有者】

個人・法人の別 法人（株式会社）

氏名又は名称 三井物産株式会社

住所又は本店所在地 東京都千代田区大手町一丁目２番１号

旧氏名又は名称

旧住所又は本店所在地

②【個人の場合】

生年月日

職業

勤務先名称

勤務先住所

③【法人の場合】

設立年月日 昭和22年7月25日

代表者氏名 堀　健一

代表者役職 代表取締役社長

事業内容 総合商社

④【事務上の連絡先】

事務上の連絡先及び担当者名 財務部企画業務室　砂村　勇太

電話番号 070 7549 4784

（２）【上記共同保有者の保有株券等の内訳】

①【保有株券等の数】

法第27条の23

第3項本文

法第27条の23

第3項第1号

法第27条の23

第3項第2号

株券又は投資証券等（株・口） 6,428,800

新株予約権証券又は新投資口予約権証券等

（株・口）
A - H

新株予約権付社債券（株） B - I

対象有価証券カバードワラント C J

株券預託証券

株券関連預託証券 D K

株券信託受益証券

株券関連信託受益証券 E L
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対象有価証券償還社債 F M

他社株等転換株券 G N

合計（株・口） O 6,428,800 P Q

信用取引により譲渡したことにより

控除する株券等の数
R

共同保有者間で引渡請求権等の権利が

存在するものとして控除する株券等の数
S

保有株券等の数（総数）

（O+P+Q-R-S）
T 6,428,800

保有潜在株券等の数

（A+B+C+D+E+F+G+H+I+J+K+L+M+N）
U

②【株券等保有割合】

発行済株式等総数（株・口）

（令和5年4月10日現在）
V 32,307,800

上記提出者の株券等保有割合（％）

（T/（U+V）×100）
19.90

直前の報告書に記載された

株券等保有割合（％）
19.90

第４【提出者及び共同保有者に関する総括表】
１【提出者及び共同保有者】

（１） 日本製鉄株式会社

（２） 三井物産株式会社

２【上記提出者及び共同保有者の保有株券等の内訳】

（１）【保有株券等の数】

法第27条の23

第3項本文

法第27条の23

第3項第1号

法第27条の23

第3項第2号

株券又は投資証券等（株・口） 29,078,103

新株予約権証券又は新投資口予約権証券等

（株・口）
A - H

新株予約権付社債券（株） B - I

対象有価証券カバードワラント C J

株券預託証券

株券関連預託証券 D K

株券信託受益証券

株券関連信託受益証券 E L

対象有価証券償還社債 F M

他社株等転換株券 G N

合計（株・口） O 29,078,103 P Q
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信用取引により譲渡したことにより

控除する株券等の数
R

共同保有者間で引渡請求権等の権利が

存在するものとして控除する株券等の数
S

保有株券等の数（総数）

（O+P+Q-R-S）
T 29,078,103

保有潜在株券等の数

（A+B+C+D+E+F+G+H+I+J+K+L+M+N）
U

（２）【株券等保有割合】

発行済株式等総数（株・口）

（令和5年4月10日現在）
V 32,307,800

上記提出者の株券等保有割合（％）

（T/（U+V）×100）
90.00

直前の報告書に記載された

株券等保有割合（％）
54.79

（３）【共同保有における株券等保有割合の内訳】

提出者及び共同保有者名
保有株券等の数（総数）

（株・口）
株券等保有割合（％）

日本製鉄株式会社 22,649,303 70.10

三井物産株式会社 6,428,800 19.90

合計 29,078,103 90.00
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